エイコク ニ オケル ブンカ ジョウホウ シゲン セイサク セイド カイカク オヨビ ソシキ カイヘン オ チュウシン ニ by 金 容媛 et al.
英国における文化情報資源政策 : 制度改革および
組織改編を中心に
著者名(日) 金 容媛
雑誌名 文化情報学 : 駿河台大学文化情報学部紀要
巻 6
号 1
ページ 15-31
発行年 1999-06
URL http://doi.org/10.15004/00000671
Creative Commons : 表示 - 非営利 - 改変禁止
http://creativecommons.org/licenses/by-nc-nd/3.0/deed.ja
１ は じ め に
英国の文化・メディア・スポーツ省は１９９８年７
月「Comprehensive Spending Review」と題し，
文化情報政策全般についてのConsultation Paper
を発表した１）。その中には，図書館と博物館・美
英国における文化情報資源政策
―制度改革および組織改編を中心に―
金 容 媛
［要旨］英国の文化情報資源政策の形成過程を明らかにするために，その政策形成の構造，及び政策に
関わる機構として文化情報資源政策を管轄する「文化・メディア・スポーツ省」と政策諮問機関として
の「図書館情報委員会」（「博物館・図書館・文書館委員会」として拡大・統合）の組織・機能等を紹介
する。文化情報資源政策の歴史的・理論的背景を基盤として１９７９年から実施されている行政改革，特に
公共サービスの質の向上のための制度改革と組織改編について説明し，さらに急速に推進・実現されつ
つある電子政府の基本構造についても言及する。また英国における最近の動向を，１９９８年７月に発表さ
れた文化政策全般に関する政策提案書である「Comprehensive Spending Review（CSR）」についても
紹介する。
［キーワード］文化情報政策，情報政策，図書館政策，行政改革，制度改革，英国
目次
１ はじめに
２ Department for Culture, Media and Sport（文化・メディア・スポーツ省）
３ 公共サービスの質の改善のための制度改革及び組織改編
３．１ 能率精密調査制度（Efficiency Scrutiny Program）
３．２ 質の競争力強化（Competing for Quality）と市場性テスト（Marketing Test）プログラム
３．３ Next steps Project（政府の管理能力向上プロジェクト）
３．４ 市民憲章プログラム（Citizen’s Charter Programme）
４ 電子政府（Electronic Government）計画
５ Comprehensive Spending Reviewの概要
５．１ Library and Information Commission（図書館情報委員会）
５．２ 図書館情報部門の内容
６ おわりに
付録：１）Department for Culture, Media and Sport（DCMS）組織図
２）DCMS傘下機関リスト
１ Non―Departmental Public Bodies （４４）
２ Public Corporation（５）
３）英国の制度改革及び組織改編年表
論文
１５
術館関連の政策諮問機関である「Advisory Coun-
cil for Libraries（ACL）」，「Museum and Galler-
ies Commission（MGC）」などを「Library and In-
formation Council（LIC：図書館情報委員会）」
に統合する，また「British Library Research In-
novation Centre」の国の図書館情報分野の研究
支援機能も同委員会に統合するなど，政策諮問機
関の組織統合・改編などの構造的変化が含まれて
いる。１９９９年４月からの統合・拡大実施を発表さ
れた新しい政策諮問機関の名称は「The Museums,
Libraries and Archives Council（博物館・図書
館・文書館委員会）」となっている。
また１９９８年１０月には英国の図書館情報専門職の
団体である英国図書館協会（Library Association
―LA）と英国情報専門家協会（Institute of Infor-
mation Scientists―IIS）が統合のためのConsulta-
tive Documentを発表した２）。これに対して１９９９
年３月１５日まで各界からのコメントを受け付け，
１９９９年４月に両協会の合同会議を開催し，２０００年
１月に統合，新しい名称は「The Information and
Library Association: The Chartered Institute of
Information Professionals」となる予定である。
本稿では，はじめに英国の全般的な政治体制と
文化情報資源政策を管轄する「文化・メディア・
スポーツ省」，政策諮問機関としては「図書館情
報委員会」（「博物館・図書館・文書館委員会」と
して拡大・統合）の組織および機能などを紹介す
る。英国の文化情報資源政策の歴史的・理論的背
景をその基盤として１９７９年から２０年間持続してき
た行政改革，その中で特に公共サービスの質の向
上のための制度改革と組織改編を中心に説明し，
さらに急速に推進・実現されつつある電子政府の
基本構造についても言及する。続いて，英国にお
ける最近の動向を１９９８年７月に発表された文化政
策全般に関する政策提案書である「Comprehen-
sive Spending Review（CSR）」の内容を図書館
情報部門を中心に紹介する。
日本政府は２００１年の新しい中央省庁の姿を示し
た中央省庁改革関連法案と「中央省庁改革推進に
関する方針」を正式に決定，１９９９年４月２７日に公
表した。その中には政策評価制度と独立行政法人
制度，民営化などによる公務員の削減・効率化，
審議会の改革など英国の政策および制度をモデル
にした内容が多い。英国における政策の形成・執
行過程・政策結果・政策評価などについての研究
は日本におけるこれからの実施に向けて参考にな
ると思われる。
本稿では政府組織部署の表記については，政府
組織及び機能を水平的に比較・表記することは適
切ではないと考え，日本の類似名称を用いるより
は可能な限りその部署の機能や役割を表している
オリジナルの名称を用いることにした。また計画
やプログラム，報告書などの名称も同様である。
２ Department for Culture, Media and
Sport（文化・メディア・スポーツ省）
英国は単一国家ではなくイングランドを中心に
１５３６年にウェールズ，１７０７年にスコットランド，
１８０１年に北アイルランドを統合し，連合王国を形
成した。議会民主主義の本山であり，産業革命の
発祥地である英国の公式名称は英国及び北アイル
ランド連合王国（The United Kingdom of Great
Britain and Northern Ireland―UK）である。こ
のように長い歴史と複雑な政治的背景のために，
統合された３つの地域は固有の民族性と伝統，言
語をもっており，今日も政治や行政制度および社
会制度において相当の格差と独自性が維持されて
いる。中央政府はこれら３つの地域に対して地域
担当閣僚をおき，中央政府の政策適用および指導
監督において特例を認めている。英国の人口は
１９９７年現在，５，８４３万人で，全体の８０％である
４，８２１万人が全体面積の５４％にすぎないイングラ
ンド地域に居住している。政治体制の面では内閣
責任国家として，１９４０年から１９４５年まではチャー
チル（Winston Churchill）首相の連立内閣，そ
の後は１９７９年に保守党のサッチャー（Margaret
Thatcher）首相，１９９７年に労働党のブレア（Tony
Blair）首相にいたるまで，労働党と保守党の両
政党が政権交代を繰り返している。
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英国は政府組織法のような明文化された政府組
織に関する法律がなく，内閣の構成と行政部署の
所管業務を決めるのは首相の権限である。また省
庁内の内部組織を変更する権限は原則的に該当部
署にあり，上位機関の承認なしに内部機能等の組
織変化が可能である。一般的に内閣が代わると部
分的な組織改編が行われるのが慣例となっている。
ブレア首相執権後に行われた組織改編の例として，
１）従来の環境省と運輸省を統合し，Department
of Environment and Transportation（環境運輸
省）へ，２）従来外務省の傘下機関であったOver-
seas Development AdministrationをDepartment
of International Developmentに昇格，３） De-
partment of National Heritage（文化遺産省）を
Department for Culture, Media and Sport（文
化・メディア・スポーツ省）に拡大・改編された
ことが挙げられる３）。英国の中央行政省庁は内閣
構成員である１６の省庁で構成されている。内閣の
一員である大臣は大部分が下院議員であり，
「Secretary of State」または「Minister of State」
と呼ばれる。複数のMinisterがいる省ではその中
で選任された人が国務委員としてSecretary of
Stateとなる。例えば，１９９６年に科学技術庁（Of-
fice of Science and Technology）と統合・拡大さ
れた通産省（Department of Trade and Industry:
DTI）ではSecretary of State（大臣）と３名のMin-
ister of State（副大臣）がいる。
Department for Culture, Media and Sport（文
化・メディア・スポーツ省：以下DCMS）は芸術，
スポーツ分野，国立博物館，美術館，図書館など
の運営管理，文化商品の輸出許可，放送，映画，
言論，個人情報保護，文化遺産の保護，観光産業
などに関する政策樹立および執行責任を持つ。
DCMSは国民の「Quality of Life」の向上を目的
とし，国民が多様な文化生活を享有できるように
各種文化施設を運営管理し，主要機能が政策領域
に集中している。その執行機能は王宮管理庁
（Historic Royal Palaces Agency）と国立公園管
理庁（Royal Parks Agency）の２つの執行機関
（Executive Agency）と図書館情報委員会（LIC）
など４５のNon―Departmental Public Bodies（非省
庁公共機構），British Broadcasting Corporation
（BBC）など５つのPublic Corporationによって
行われている。DCMSには大臣（Secretary of
State）と事務次官（Permanent Secretary），３
名の政務次官（Parliament Secretary）と芸術・
スポーツ，図書館・美術館・博物館，放送・メ
ディア，文化遺産・観光，資源・サービス部門の
５つの部局で構成されている。（DCMSの組織図
及びNon―Departmental Public Bodiesのリスト，
Public Corporationリストは付録参照）。
英国の図書館情報政策を管掌する行政機構は
１９９２年にOffice of Arts and Libraries（OAL）か
らDepartment of National Heritage（DNH）
に，１９９７年にDCMSにかわった。その前は（De-
partment of Education and Science（科学教育省）
の下部組織（Arts and Science Branch）であっ
た４）。
Non―Departmental Public Body（非省庁公共
機構：以下NDPB）は一名「Quangos」（特殊法
人）と呼ばれる公共機構で省庁から予算の支援を
受けるが，省庁のライン組織とは無関係の独立組
織として政策決定を補佐，あるいは省庁の方針に
より策定された一定の分野の事業を独立的に遂行
する機構である。DCMSのNDPBとしては，Brit-
ish Tourist Authorityのような特定分野の非営利
的公益事業を遂行する機構，規制機能を遂行する
機構，特定の政策分野の諮問を提供する機構など
がある。現在DCMSには文化政策全般にわたる８
つの政策諮問機関があり，図書館情報分野の政策
諮問機関である図書館情報委員会（LIC）はDCMS
がスポンサーとなっているが，総合的な情報政策
の枠組みにおいてはDepartment of Trade and
Industry（DTI：通産省），Department of Educa-
tion and Employment（DfEE：教育・雇用省），
Department of Health（DOH：保健省）など各
省庁に政策に関する諮問を行っている。Next
Steps Agenciesとも呼ばれるこのような独立執行
機関は，対国民サービス提供機関，対行政サービ
ス機関，研究機関及び規制機関など現在１３８の機
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関がある。
３ 公共サービスの質の向上のための制度
改革および組織改編
１９７０年代半ばのオイル・ショックなどへの対処
の遅れ，１９７６年９月にはIMFに金融救済を要請す
るなど，社会・経済的に危機的な状況にあった英
国の革新的で持続的な改革戦略が成功した要因と
して，政府の役割の再定立，官僚制から脱皮し民
間部門の専門性と創意性を導入し，自律と責任を
強調して，政府部署・機関内の各種規制を撤廃
（Deregulation within the Government）したこ
となどが挙げられるが，その基本となったものは
危機的な状況を認識し，改革の意志と信念をもっ
た指導者の強力な政治的リーダーシップであった
といえよう。表１は英国における主要な行政改革
のプロセスを制度および組織改編等を中心にまと
めたものである。（付録 表１参照）
政府の組織と公務員制度，人事などを含む国政
全般にわたり中央行政機関を統括する機能を遂行
する部署はOffice of Public Service（OPS：行政
管理庁）である。行政管理庁の主要機能は，１）
市民憲章プログラム（Citizen’s Charter Pro-
gramme）を通した対国民サービスの質の向上，
２）情報技術の効果的な活用など行政管理の効率
性の増進，３）規制緩和と競争力強化で企業と国
家競争力の強化を図る，４）公務員倫理基準の維
持，５）人事の公正性と機会均等原則の遵守の監
視，６）公務員の教育と訓練，などとなっている。
行政管理庁はEfficiency and Effectiveness Group
（能率・効果局），The Citizen’s Chart Unit（市
民憲章室），Competitiveness Division（競争力強
化担当室），Deregulation Unit（規制緩和担当室）
など１５の部署で構成されているが，これらの４つ
の部署が英国政府の行政改革を主導する核心的組
織である。
能率・効果局は中央行政部署および傘下機関の
管理改善，資源の効率利用と費用に関する価値の
極大化などのための各種プログラムを開発し，そ
のプログラムを適用し，生産性と業務能力の向上
を図ることを支援する機能を遂行している。その
下部組織として，Efficient Unit（能率担当室）
とNext Steps Projectチームがある。
１９７９年サッチャー首相は就任直後にPrime
Minister’s Advisor on Efficiency（能率担当首相
顧問）を任命し，１）中央行政部署および傘下機
関の運営の効率性，経済性，効果性を増進し，
２）政府の業務遂行において市場経済的要素を導
入し政府が支出した「費用の効用価値（Value for
Money）」を極大化する方策を講じるようにした。
能率担当首相顧問を補佐し，このような目的を達
成するために設置された実務担当チームが組織上
では行政管理庁所属の能率担当室である。能率担
当室の主要機能は各部署の能率性開発計画の樹立
において全部署に共通に適用できる「能率性精密
調査（Efficiency Scrutiny）」プログラムと「質
向上のための競争（Competing for Quality）」プ
ログラムを支援・調整する５）６）。能率担当室が各部
署の能率性向上のために提供した技術的支援は；
１）サービスの質の競争力テスト（Competing for
Quality Test）：民間部門により作られた類似
のサービス基準で行われる，
２）民間委託（Contracting Out to the Private
Sector）の活用，
３）ベンチ・マーキング（Benchmarking）技法
の適用，
４）業務プロセスの革新（Process Re―engineer-
ing），
などに関する諮問が含まれる。
３．１ 能率性精密調査（Efficiency Scrutiny）プ
ログラム：
各部署はサービスの質（Quality of Service），
組織管理機能の効果性（Managerial and Organ-
izational Effectiveness），支出経費の効用性
（Value for Money）などに関する能率性精密調
査プログラム（Efficiency Scrutiny Programme）
を開発することになっている。調査チームは該当
部署の職員で構成され，調査期間は調査計画の作
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成から最終報告書作成までの９０日以内に完了する。
調査結果，発見された問題点と解決方案を作成・
提出し，解決方案の推進には各段階において大臣
と事務次官の承認が必要であり，建議案の実践に
関しては向後１８ヶ月間は能率担当室の継続的なモ
ニタリングを受けることになっている。１９７９年か
ら１９９３年までに約３５０回の調査が実施され，その
期間中に１５億ポンドの予算の節減効果があり，そ
の後も年間１―２億ポンドの予算節減効果がある
と報告されている７）。
３．２ 質向上の競争（Competing for Quality）と
市場テスト（Market Testing）プログラム
「能率性精密調査」の実施とあわせて英国政府
は１９９１年１１月に「Competing for Quality」とい
う白書を発表，英国政府組織の内的効率性（Inter-
nal efficiency）を高めるために全公共部門におけ
る政府サービスの提供に公正かつ公開された競争
を促進する旨公表した８）。この白書は費用の価値
と質の向上のために最も効果的な方法として競争
と民間の参与の拡大を提案している。精密調査に
より必要と判断された場合，１）既存の政府機能
の民営化（Privatization），２）民間委託（Contract-
ing Out），３）民間資本導入（Private Finance In-
itiative）などを積極的に実施する。また政府が
継続的に機能を遂行する場合は，市場の競争
（Market Testing）要素を導入し，業務の効率
性とサービスの質的水準を高めることを明らかに
している９）。このプログラムの実施で１９９２―１９９６
年の間の３６億ポンドに達する活動に対する審査結
果，７億ポンド以上の予算節減をもたらしたと報
告されている。さらにこのような予算の節減は
サービスの質を低下させることなく，質を高める
ことによって市民からよい反応を得られていると
報告されている１０）。
３．３ Next Steps プログラム：政府の管理能力
向上計画
１９８３年に，初代の能率担当首相顧問レイナー卿
（Sir Derek Rayner）の後任として任命された
イッブス卿（Sir Robin Ibbs）はサッチャー首相
からこれまで進められてきた政府の能率性向上の
全般的な成果を調査・報告するよう指示を受けた。
イッブス卿はの能率担当室のメンバーと大臣・次
官及び高位公務員１５０名に対し１９８６―１９８７年に面
談調査を実施，その結果を分析し，１９８８年２月に
報告書「政府の管理能力向上（Improving Manage-
ment in Government: The Next Steps）（通称
「Ibbs Report」または「Next Steps Report」と
呼ばれる）を作成，首相に提出した１１）。
この報告書では政府の能率を低下させる主な要
因として；
１）公務員組織は規模が大きく，活動領域が広範
囲であるため，一つの単位として効果的に管理
するには不適切である。しかし，大部分の行政
業務は中央で決定された規則・指針により統一
的に管理・運営されている。
２）大臣は業務量が過重であるため，日常的管理
業務について関心を向けることが難しく，一方，
行政担当者は管理上の問題を解決するために必
要な権限が十分でない。
３）高位公務員は主業務である政策形成・決定や
運営能率の向上よりは大臣の補助的な業務，マ
スコミの批判に対応するなど付随的業務により
多い時間を割いている。
４）公務員の業務処理は過程や手続きといった形
式的要件の充足を重視し，結果や質の確保には
十分な注意を払っていない。
５）ライン組織上，大臣の責任下にある部署の組
織規模が膨大であり，また組織内で複雑で多元
的な機能を同時に遂行することで，政策失敗に
対する責任（Accountability）所在の把握と組
織の効率的な管理が困難である。
このような問題点の解決案を以下のように提案
している：
１）中央政府の政策樹立機能と執行機能を分離し，
従来の単線的で中央統制的な管理から執行機関
を独立の行政単位として組織化する。
２）設立される独立執行機関は，大臣の議会と国
民に対する責任範囲内において，資源の運用や
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人事管理上の自律性が保障される。大臣は執行
機関の基本目標と提示し，執行機関はその付与
された基本目標と資源の範囲内で自律的に管
理・運営する。
この提案により各部署の執行及びサービス機能
を独立の組織として新設するための組織改編が行
われた。１９８７年１０月には政府刊行物センター
（Her Majesty’s Stationary Office: HMSO），旅
券発給処（Passport Office）など１２の機関が新設
の独立執行機関（Next Steps Agencies）として
提示され，９つの機関が１９８９年までに設立された。
１９９１年には５１の機関，１９９８年度現在，１３８機関が
設立・運営されている。これらの機関は遂行業務
の性格により，以下のように区分されている１２）。
１）対国民サービス業務遂行機関（５１）：Historic
Royal Palaces Agency, Royal Park Agency（文
化省管轄），Public Record Office（法務省管轄），
など
２）対中央行政機関支援機関（６６）：Central Com-
puter & Telecommunication Agency（行政管
理庁管轄）など
３）各種研究機関（９）：中央科学試験所（Central
Science Laboratory）（農水産・食品省）など
４）規制業務遂行機関（４）：特許庁（通産省管
轄），医 薬 品 規 制 庁（Medicines Control
Agency）（保健省管轄）など
１９９７年現在，これらの独立執行機関に所属して
いる公務員数は約３９万名，全国家公務員の約７６％
を占めている。
公務員・人事制度の革新に関連し，１９９４年に発
表した白書「国家公務員：持続と変化（Civil Serv-
ice: Continuity and Change）」とその推進計画書
により１３）１４），英国政府はNext Steps機関長を含む
従来の１級から５級までの公務員を総括して「高
位管理職公務員グループ（Senior Civil Service
Group）」とし，１９９６年４月にこれらのグループ
に対する業務実績の評価及び新しい報酬体系と契
約体系が適用されることが発表された。該当部署
以外の公務員と外部の専門家で構成され，総理府
所属の独立執行機関として運営されてきた「公務
員採用評価団（Recruitment and Assessment
Services: RAS）は１９９６年１０月に完全に民営化さ
れた１５）。
Next Stepsプロジェクトの実施は英国政府の公
共サービスの管理方式に根本的な変革をもたらし
た。主な変革の一つとして，結果中心の管理行政
体制の確立を挙げることができ，これにより毎年
３％程度の効率性増大とサービスの質の顕著な向
上も成果として表れている。もう一つの成果は公
務員数の削減である。１９８８年実施当初の公務員数
は５８万名であったのが，１９９７年現在約４８万名で１０
万名の人員削減効果があったと報告されている１５）。
３．４ 市民憲章制度（Citizen’s Charter Pro-
gramme）
市民憲章プログラムは１９９１年にメージャー
（John Major）首相が議会に提出した政策提案
白書の改革政策の中心的なもので，政府が顧客と
しての国民に約束した顧客憲章といえる。市民憲
章制度の主な目的は，公共サービスの質を改善し，
サービスの利用者である国民の要求に積極的に対
応することであり，公共サービスを提供している
すべての機関；国家機関・地方自治体・独立執行
機関・民営化されたサービス機関をその適用対象
とする。したがって，市民憲章計画の形態や実践
様式やその機関の特性やサービスの性格により多
様に展開されている。市民憲章プログラムの開
発・調整・実行機能を担当している市民憲章室は
「公共サービス提供の６つの原則（The Six Prin-
ciples of the Citizen’s Charter））を作成，すべて
の行政・関連機関に配布した１６）；
１）サービス基準（Service Standards）の公表：
関係法令，指針などによるサービス基準の設
定・開示，
２）情報公開（Information Openness）：サービ
スの提供方式，費用，担当責任者に関する完
全・明確な情報の公開，
３）選択と相談（Choice and Consultation）：利
用者が選択できる場所，費用など，選択範囲に
関する情報提供と定期的・体系的な利用者相談
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を実施，利用者の意見収斂，
４）担当者の礼儀と親切（Courteous and Helpful
Service）：サービスは差別なく公平に，親切に，
利用者の便宜のために行われる，
５）過誤に対する説明と是正（Swift and Effective
Remedy）：間違ったサービスに対する適切な
説明と謝罪，即時的・効果的な救済措置，苦情
を処理するシステムの完備，
６）支出費用の価値（Value of Money）：資源の
効果的利用と支出経費に対する最大の価値創出，
サービスの優先順位や新しいサービスと方法の
検討，
上記の指針を受けて，各部署は機関やサービス
の特徴により個別の具体化した憲章を作成・施行
した。さらに優良サービス機関に対しては市民憲
章マーク（The Chartered Mark）を授与するこ
とで，模範的なサービスの実践例を他の機関に広
く紹介すると同時に機関間の競争を促進，サービ
スの質を高める効果を図っている。
さらに，ブレア内閣は公共サービスのレベルを
発展させるために，従来の６つの原則を補完する
９つの原則を提示している；１）サービス基準の
設定（Set standards of service），２）公開およ
びすべての情報の提供（Be open and provide full
information），３）相談と参与（Consult and in-
volve），４）アクセスと選択の促進（Encourage
access and the promotion of choice），５）公平
な待遇（Treat all fairly），６）適切な是正措置
（Putting things right when they go wrong），
７）資源の効果的な利用（Use resources effec-
tively），８）革新と改善 （Innovate and im-
prove），９）他のサービス供給者との協力（Work
with other provider）。
現在中央行政機関単位では４２の市民憲章があり，
例えば，教育・雇用省では父母憲章（Parent’s
Charter）を制定し，学校に対し共同学力評価成
績を公開するようにし，言論機関はすべての学校
の成績を比較，公開することで父母に対しては子
供の学校を選定する時の資料として活用するよう
に，また学校に対しては学生誘致のために，教育
の質の向上の競争を促進している。一線の行政機
関単位では約１万の市民憲章が制定・運営されて
おり，サービスの質の向上に大きく寄与したと評
価されている１７）。
国際的な動きとしては，１９９４年１０月にOECDの
公共管理委員会が公共サービスの質の向上に関す
る政策の実例と推進技法に関する会議を開催した。
１９９８年５月にはEU１０ヶ国の公共サービス担当大
臣が参加した会議が開催され，EU全体の公共
サービスの質の向上に関する１０項目の実践計画が
採択させるなど，公共サービスの質の向上と資源
の配分・管理が先進諸国の共通の関心事となって
いる。
４ 電子政府（Electronic Government）
計画
英国政府が積極的に推進している電子政府の概
念は，政府が顧客としての一般国民と企業に提供
する各種サービスを伝達する際に，従来の伝達手
段のほかに情報技術を利用することによって，
サービスを拡大し，質を向上させ，政府の行政業
務の効率性と効果性を高めることである。英国政
府が電子政府の方向および電子的手段による政府
情報サービスの提供を政府の核心的戦略として提
示したのは，１９９６年１１月に行政管理庁が発表した
Green Paper「Government Direct／A Prospectus
for the Electronic Delivery of Government Serv-
ice」によってである１８）。電子政府計画を担当する
機構として１９９６年１１月に行政管理庁傘下に「Cen-
tral Information Technology Unit: CITU」が設
置され，関連政策の樹立および諮問などの役割を
遂行している。またコンピュータ及びコミュニ
ケーション分野の既存の機構を１９９６年４月に
「Central Computer and Telecommunication
Agency： CCTI」とし，広範囲な権限と自律性を
もつ独立執行機関として公共部門と民間部門を積
極的に指導・支援している１９）。
１９９２年からメージャー内閣により実施された市
民憲章制度は政府の公共サービスの拡大と質の向
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上を促進させた。また個人用コンピュータの急速
な普及により電子的手段を用いた政府サービスの
提供方策を講じるようになった。さらに１９９３年に
発表された白書「開かれた政府（Open Govern-
ment）」に基づいて１９９４年４月「政府情報の利用
に関する実践規定（Code of Practice on Access to
Government Information）」が制定され，政府情
報に関するアクセスの保障など政府情報の公開が
拡大され，政府情報の電子的サービスへの行政的
土台が確立された２０）。
電子政府政策提案書「Government. Direct」で
は電子的政府情報サービスの７つの基本原則と推
進過程で考慮すべき問題について以下のように説
明している。
電子政府政策の７つの基本原則：
１）選択権（Choice）の保障：情報技術を利用し
た対国民サービスを拡大しても，コンピュータ
を保有していないあるいは利用能力のない人々
のために新しい電子的方式と伝統的な従来の方
式によるサービスを選択・利用できる機会を保
障する。
２）信頼（Confidence）の維持：政府は個人と企
業に関する情報の利用と保護のため管理者に対
する信頼が維持できるように政策を推進する。
３）情報アクセス（Accessibility）の拡大：政府
情報への一般国民のアクセスをより容易に，迅
速に拡大する。
４）政府の管理効率（Efficiency）の向上：国民
に対するサービスの質の改善のみならず，国民
と企業の利益のために政府の手続きを単純化
（Simplification），省略化（Streaming）す る
ことで効率を高める。
５）資源と情報管理の合理化（Rationalization）：
公共サービスの電子化および管理には莫大な財
源を必要とするため，機関間の資源・情報の共
同利用による費用の削減方法を講じる。
６）情報の公開（Open Information）：政府情報
に関する広範な公開が必要であり，情報公開に
関する政府の明確な約束がその前提となる。
７）不正防止（Prevention of Fraud）対策：
また国民指向的な政府情報サービス改善のため
の効率的で透明な政府を構築することを電子政府
のビジョンとして設定している。電子政府計画の
目標としては，１）政府（GSI: Government Se-
cure Intranet）の構築と運用による業務プロセ
スの改善，２）国民が政府情報サービスへ円滑に
アクセスするための多様な電子的手段を提供し，
国民にOne―Stopサービスを提供すること，３）
行政業務の透明性を高めると同時に市民主導の参
加民主主義を実現するために電子的媒体を通じて
国民の意志決定過程への参加を拡大することであ
る２１）２２）。１９９８年２月にParliamentary Office of Sci-
ence and Technology（POST）が発表した「電
子政府：情報技術と市民（Electronic Government
Information Technology and the Citizen）」報告
書は民間部門のリエンジニアリングモデルを行政
業務のプロセスに適用することで，行政情報サー
ビスの改善と市民参与的な民主主義（bottom―up）
のための政策提案を行った。
一般的に英国では政府が主要政策を樹立すると
きに政府が試案（Green Paper: Preliminary re-
port of Government proposal for discussion）を
作成し，２―３ヶ月間利害当事者および利益団体
の賛成・反対を問い，その代替案まで広範囲に意
見を収斂し，政府の最終案（White Paper）を確
定する方法をとっている。今回文化政策全般に関
するGreen Paperとして７月に発表された「Com-
prehensive Spending Review」に関する全文内
容をWeb上で公開し，各界からの意見を電子
メールでも受け入れることで，開かれた政府
（Open Government）・電 子 政 府（Electronic
Government）の理念を実現している。専門職団
体である英国図書館協会（The Library Associa-
tion）と博物館協会（Museums Association）は
それぞれの見解をLibrary Recordなどに発表して
いる２３）。またLICもReviewに対する見解をWeb上
でも公開している。
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５ The Comprehensive Spending Re-
view（CSR）: A New Approach to In-
vestment in Cultureの概要
１９９８年７月に文化情報政策全般に関する政策提
案書「Comprehensive Spending Review」が発
表されたがその中で，Department（文化・メディ
ア・スポーツ省）とNDPB（非省庁公共機構）の
関係についての現行の措置については，一貫性が
なく，中央からの政策的方向性が欠如している上
に公共財源の用途についても情報が不足している
と指摘している。CSRはその目的を人的・財政的
資源の効率的利用，傘下機関運営管理の効率性，
経済性を増進することにおき，業務遂行において
も市場競争原理を導入し，また不必要な規制を緩
和することで費用と価値の最大化を図る方案を講
じると明示している。CSRは以下のように構成さ
れている（１）。
１）Objectives
２）DCMS and the Regions
３）Relations with other regional bodies
４）Next Steps
１ Museums and Galleries
２ Libraries
３ The Arts
４ Sport
５ The Built Heritage
６ Architecture
７ Tourism
８ Film
その中で図書館情報部門に関する主な提案は，
「既存の図書館部門が細かく分割されており，現
在の問題に対する調整的アプローチの達成が困難
であって，BLやNDPBに独立や財政的柔軟性を
認めないと指摘し，図書館情報委員会（Library
and Information Commission: LIC）は部門全体
のリーダーシップをとり，BLは中核となる重要
なサービスを提供するようにすべきである」とし
ている。構造的変化として，１）BL Research
and Innovation Centre （BLRIC：前R&DD）を
LICに統合，２）Advisory Council for Libraries
（ACL）とLICの統合，３）Museum and Galler-
ies Commission（MGC）とLICの統合，４）Royal
Commission on Historical ManuscriptsとLICの関
係調整などを提案している（１）。
５．１ 図書館情報委員会（Library and Informa-
tion Commission）
CSRの中で，「Advisory Council for Libraries
（ACL）」と「Museum and Galleries Commission
（MGC）」を統合することになっているLICは，
１９９３年 にDepartment of National Heritage
（DNH）が図書館情報分野に関する政策的・国際
的問題に対して一貫したauthorityを持つ新しい
委員会の設立構想を発表し，１９９５年に図書館情報
サービス分野の専門的諮問を行う国家委員会とし
て設立された。１９９７年にDNHが拡大改編される
ことによって，DCMSの機構の一部となっている。
政策諮問機関は国家政策決定者に政策決定に関
する助言・建議をし，専門知識を提供し，多様な
国民の意見を集約・濾過することで政策決定の誤
りを予防し，政策の妥当性を高めるという重要な
役割を果たす。諮問は行政担当者の独善的な政策
の樹立や執行を防ぎ，専門家の助言や利害関係者
の意見を反映することで，政策の客観性・専門
性・適切性・対応性・平衡性を高めると同時に，
行政の合理性・効果性・民主性を高める。諮問機
関の役割は基本的には要請を受けた事項について
答申，助言することであるが，実際には関連政策
に関する独自的な調査研究を行う，また関連政策
に関する一般国民に理解・認識を高めるなど教育
的・情報提供的機能も遂行する２４）。
LICの機能は，図書館情報部門に関する全事項
について政府に勧告・諮問を行う中心機関として，
国内的には各省庁の図書館情報政策を調整する役
割を，国外的には英国の利益を代表する役割を負
う。そして図書館情報部門のあらゆる事項につき，
一貫した効果的な勧告を政府に対して行うこと，
緊急課題に対して政府の関心を促し，それらに対
する適切な対応策を提言すること，図書館情報部
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門における国際的政策の発展の中で英国の利益を
代表すること，図書館情報コミュニティーに対し，
あらゆる問題についての相談，助言を行うことと
なっている。
LICに２つのサブ委員会：研究委員会（Re-
search Sub―Committee）と国際委員会（Interna-
tional Sub―Committee）で構成されており，LIC
のほとんどの活動はサブ委員会を通じて行われる。
関連省庁の大臣の諮問に応じるために必要な場合
はDCMS大臣の同意を得て，サブ委員会を構成す
ることができるようになっている。LICの委員は
委員長を含めて通常１４名で構成される。委員長は
DCMSの大臣によって任命され，委員は指定職で
あるBritish Library（BL）館長以外に，委員長
と各省庁の大臣が相談の上で指名し，DCMS大臣
が任命する。
LICは主要政策文書についての回答を作成す
る；例えば，House of Lordsの情報スーパーハイ
ウェイ社会への適用，教育・雇用省（DfEE）の
生涯学習に関する勧告文書，DCMSの出版物の法
定納本制度に関する勧告文書などである。LICは
多くの記事を書き，研究プロジェクトや他の分野
の仕事，例えばPublic Library Reviewなどによ
るLICのための活動について報道機関向けの発表
をする。また多くの関連会議，セミナーにおいて
発表をしている。LICは独自のWebsiteを開設し，
LICの活動の達成度について他の政策出版物や有
用なsiteに連携しながら情報を提供している２５）。
事務局はこれまでのSheraton StreetのBritish Li-
braryから１９９９年２月にWoburn Placeに移転して
いる２６）。
５．２ 図書館情報部門の内容
１．主要な構成
１ 公共図書館（英国内に３６００以上のアクセス
ポイント）
２ DCMS財源の機関
The British Library（英国図書館）
The Library and Information Commission
（図書館情報委員会）
The Royal Commission on Historic Manu-
scripts（王立歴史文書委員会）
The Public Lending Right（公貸権）
３ ７００の学術図書館（教育プログラムを通じ，
公共的財源により設立）
４ 専門図書館，商業図書館，個人コレクショ
ン
２．図書館部門は合計１３億ポンドの公共予算，内
６０％は公共図書館へ直接投入。
３．レビューは，この体制が政策遂行にとって最
も効率的かどうかを検討している。
現状
Department（文化省）とNDPB（Non―Depart-
mental Public Bodies）の関係についての現行の
措置は，一貫性がなく，中央からの政策的方向性
が欠如している上に公共財源の用途についても情
報が不足している。
４．図書館部門に関していえば，部門が細かく分
割されており，現在の問題に対する調整的アプ
ローチの達成が困難である。LICは部門全体の
リーダーシップをとり，BLは中核となる重要
なサービスを提供するようすべきである。
５．既存の図書館部門体制は，BLやNDPBに独
立や財政的柔軟性が認められていない。
図書館政策の目的
７．１ 教育支援（生涯学習を含む）
２ 国の知識・情報の蓄積，アジェンダのア
クセス，
３ 社会参加の促進，情報を得る場，（情報
富者（haves）・情報貧者（have nots））
４ 中央・地方政府のサービス提供の現代化
（modernisation）
５ 商業・経済的開発のための情報提供
注目すべきこと
８．Para ４―６でみた問題点をふまえ，図書館部
門で取り組みたい課題
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１ 図書館の財源を豊かにする
２ リーダーシップの発揮
３ 図書館と教育部門の関係促進
４ 公共図書館システムの地域レベルでのより
効率的な機能
５ 公共図書館間の活動の調整
６ 財政的柔軟性を保障するための，NDPBと
新しい関係（体制）の構築
７ 図書館と博物館・美術館との調和を促進
８ 新技術の最大利用
主要提言
９．上記目標達成のための行動提案
１ 図書・資料購入のための財源を検討すべき
である。情報技術発展は，Heritage Lottery
Fund（その後はNew Opportunities Fund）
を通じて可能と考えられる。
２ 現在BLが行っている図書館研究について
LICに責任を課すことで，LICの役割を活性
化させる。
３ 法律に従い，LIC内の図書館諮問委員会
（Advisory Council on Libraries）と協力す
る。
４ 公共図書館のIT network発展のため，LIC
に必要な資料を提供する。
５ LICとMuseums & Gallaries Commission
を統合して新機関をつくり，国家・地域レベ
ル機関との調和を促進する。
６ BLの法的地位を再考し，財政的柔軟性を
与える。
７ 相互協力可能な地域図書館体制を発展させ
る。
８ 図書館と教育部門のよりよい関係の構築
９ RCHMとLICのよりよい関係の構築
１０ 公共図書館のITのため，The Wolfson
Challenge Fundの維持。
公共図書館への新しいlotteryの流れ
１０．Lottery Fundが公共図書館を支援すること
には，大きな意義がある。
Heritage Lottery Fundによる資金供給が，
公共図書館が図書購入を刷新することを可能に
する。
１１．Heritage Lottery Fundによる資金供給は，
新しい博物館，図書館にも関係する。
LICのための緊急策
１２．LICは，多様な分野の横断的な（cross―sec-
toral）図書館・情報についての政府諮問機関
として，１９９５年に設立された。目標達成のため
により規模を拡大すべきで，一例としてはBL
の図書館・情報分野の研究をLICに移管すべき
である。
１３．そうすれば，計画的発展と図書館研究遂行の
両方を行うことが可能になり，BLも国立図書
館がなすべき中心的役割に集中することができ
る。
１４．LICが公共図書館IT networkをどうリードし，
調和するかも重要な課題である。
Advisory Council for Libraries（図書館諮問委員
会）
１５．ACLは，公共図書館・博物館法（Public Li-
braries and Museums Act）によって規定され
た義務を遂行する。ACLとLICの諮問機能を統
合し，新しい図書館・博物館機関をつくること
で，図書館分野全体に及ぶイニシアチブの発揮
を可能とすることが望ましい。
博物館部門との関係
１６．図書館と博物館・美術館は，教育的役割を含
めて共通するところが多いが，特に，著作権，
Information Technologyの発達，デジタル技術
の発達等で同じ問題に直面するので，協力すべ
きである。
１７．LICとMuseums and Galleries Commissionの
該当部門を統合し，共通のサービスに着手させ
るべきである。
公共図書館のより強い地域体制の構築
金：英国における文化情報資源政策
２５
１８．UK内に１０の地方図書館システム（England
内に７つ）がある。いくつかにはIT network
が普及しているが，このシステムの重要な役割
は相互貸借の促進である。
１９．より強力な地方図書館組織が地方の文化組織
にとって重要な役割を果たすであろう。（別文
書においてDCMSで示される）
２０．より強力な地方図書館組織が以下のことを行
う。
１ 地方の専門的意見，一貫し効率的なアドバ
イスの中心。
２ 地方図書館政策遂行のメカニズム，横断的
協力，ITの発展
３ 図書館へのLottery配分の中心
２１．既存の地方図書館システムをさらに補強する
ことでより強力な地方図書館組織を構築すべき
である。
図書館と教育部門との関係
２２．政府が教育を強調していることを受けて，図
書館と教育部門の協力を促進すべきである。
２３．まず，LICが横断的なWorking groupをつく
り，協力促進について詳細に検討させるべきで
ある。
２４．この点につき，LICは以下のことを考慮すべ
きである。
１ アクセス・アレンジメントを促進するため
の実行ガイドラインの範囲
２ 収集協力における最も有望な分野の特定
３ 相互貸借と地方図書館へのアクセス促進案
の考察
４ 地方レベルの政策発展の調査
The British Library（BL）
２６．BLは２１世紀の図書館にとって重要となる役
割に焦点をしぼるため，その機能について優先
順位を再検討している。このため，政府直轄機
関という現在のBLの法的地位を（国立博物館・
美術館とともに）変更することを政府が検討中
である。これによって，財政的・経営的自由が
より保障される。
新しい監視機関
２７．DCMSとそのスポンサー間のよりよい関係構
築のため，全分野における効率，財政・経営，
質を監視する新しい組織を設立する予定であ
り，９９年４月活動開始の展望である
Royal Commission on Historical Manuscripts
（RCHM）
２８．RCHMは英国全土における歴史的文書全般
についての調査・諮問機関，さらに保存・研究
の補助機関として，１８６９年にRoyal Warrant
（王室権限）によって設立された。私蔵文書を
扱うため，Public Records Office（The Lord
Chancellor’s Department（法務省，大審院・
上院議長）の独立執行機関）と協力する。
２９．RCHMはLICとより密接な関係をもつべきで
あり，それは公共図書館と公文書サービスとの
関係，公文書利用者に対するIT networkingの
便宜保障の必要にも影響を与える。
Public Lending Rights（PLR：公貸権）
３０．PLRは限定された機能であって，他の組織と
適合せず，従来通りに独立のNDPBとして，文
化省から財政援助をうけるのがよい。
小規模予算計画
３１．Royal Geographical Society と National
Manuscripts Conservation Trustへの特別交付
金は現在不必要であるため，停止を提言する。
また，Royal National Institute for the Blindへ
の特別交付金も再考されるべきである。LICと
RNIBが協働する。
チャレンジ基金
３２．The DCMS Wolfson Challenge Fundは，３
ヵ年計画の２年目で，１９９９／２０００年まで続けら
れる。公共図書館のITインフラ整備・発展を
目標にしている。
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次のステップ
３３．このペーパーのあらゆる項目について（特に
以下の項目について）のコメントを歓迎する。
１ BLの研究機能のLICへの移管，ACLとLIC
の機能統合の法制化について
２ LICがIT Development Agency（情報技術
開発機構）の役割を引き受けることについて
３ LICとMGCを新委員会に統合することにつ
いて
４ より広範な地域における，より強力な地方
図書館組織の役割について
５ 図書館と教育部門との協力促進について
６ 財政・経営的自由をより保障するための，
BLの法的地位変更について
７ RCHMとLICの明確な関係（いずれ新委員
会を設立）
８ 未来に向けて図書館部門がチャレンジすべ
き事柄。
６ おわりに
多様な国民のニーズを受容し，政策の専門性・
対応性を高めるためには，広範な国民の意見と知
恵を集約・調整する政策諮問体制および専門職団
体の役割が重要である。それらの最も重要な役割
は専門的知識・情報，技術の提供と利益の調整，
即ち専門性と代表性である。複雑な政策問題に総
合的に対応するためには政策決定者の近くに政策
の分析・建議を行うための強力で効率的な諮問体
制が必要である。今回の政策提案書「Comprehen-
sive Spending Review」では，従来の図書館，文
書館，博物館，美術館分野など各分野の政策諮問
委員会を統合することで，文化情報分野全般にお
ける強力な政策諮問体制を構築することが可能に
なったといえる。
また利益団体である専門職団体は国民と政策決
定者の間にあって，国民に対しては情報の提供と
支援をする一方，政策決定者に対しては専門的知
識・技術の提供と政治的・財政的支援を行い，政
策の形成過程のみならず政策過程全般にわたって
重要な役割をしている。英国の図書館情報分野の
専門職団体である英国図書館協会（Library Asso-
ciation）および情報専門家協会（Institute of Infor-
mation Scientists）は図書館情報政策決定のみな
らず図書館情報分野全般において大きな役割を果
たし，影響力をもっている。この２つの専門職団
体が２０００年に統合を実現するために検討を始めて
いることから，これから強力な利益団体として政
策形成・決定にきわめて大きな影響力を発揮する
ことが期待される。英国におけるこのような動き
は，日本の図書館情報政策の方向性にも示唆する
ところが多く，図書館情報分野の専門的な政策諮
問機構の設置と専門職団体など専門家，学界，国
民の政策・行政への参与を制度化し，効率的で強
力な政策体制を推進していく必要があると思われ
る。
最後に，本稿をまとめるにあたって，１９９７年８
月と１９９８年８月，２回のロンドン訪問の際に英国
図書館情報委員会（LIC）とBritish Library Re-
search and Innovation Centre（BL RIC）を訪問
し，貴重な資料とお話を伺うことができた。特に，
LICのChief Executive Margaret Haines氏，BL
RICのAssociate Director Sue Howley氏に厚くお
礼を申し上げたい。本研究の成果の一部は，文部
省科学研究費補助金国際共同研究「日本情報の国
際共有に関する研究」（課題番号１００４４０１８）によ
る。恒常にご指導をいただいている学術情報セン
ターの猪瀬博所長，井上如副所長，内藤衛亮教授
に深い感謝の意を表したい。
引用・参考文献
１）［Comprehensive Spending Review: A New
Approach to Investment in Culture］, UK
Department of Culture, Media and Sport,
１９９８.
２）［Our Professional Future: A Proposal for a
new organization for the library and infor-
mation profession: A Consultative Docu-
金：英国における文化情報資源政策
２７
ment. Oct.１９９８. The Library Association.１６
p.
３）［The Civil Service Year Book, １９９６, １９９７］
HMSO
４）金容媛，英国における情報インフラストラク
チャー，記録管理学会誌，№２４，p. １３―２４
（１９９５）
５）A Guide for Scrutineers and Their Teams:
How to do a Scrutiny. The Efficiency Unit.
Cabinet Office. Jan.１９９３.
６）A Guide for Action Managers: Scrutiny Im-
plementation. The Efficiency Unit. Cabinet
Office. Nov.１９９５.
７）A Profile of the Public Service of the United
Kingdom: The Public Service Country Pro-
file Series. No.２.
８）White Paper. Competing for Quality（Buying
better Public Service）. Nov.１９９１. HMSO.
９）The Government’s Guide to Market Testing.
Aug.１９９３. HMSO.
１０）Parry, Clive. The United Kingdom’s Public
Sector Reform Programme.１９９７.２１p.
１１）Improving Management in Government: The
Next Steps. The Report to the Prime Minis-
ter（Ibbs Report）.１９８８. HMSO.
１２）Next Steps Briefing Note.１９９８. Next Steps
Team. OPS. The Cabinet Office.
１３）Continuity and Change. The Civil Service.
CM２６２７. July１９９４. HMSO.
１４）Taking Forward Continuity and Change.
The Civil Service. CM ２７４８. Jan. １９９５.
HMSO.
１５）Civil Service Commissioner’s Annual Report,
１９９６―１９９７.
１６）The Citizen’s Charter. July１９９１. HMSO.
１７）The Citizen’s Charter, Five Years On. Cabi-
net Office. Sept.１９９６.
１８）Government Direct／A Prospect for the Elec-
tronic Delivery of Government Services.
CM３４３８. Nov.１９９６. Cabinet Office.
１９）The Government Response to the comments
on the Green Paper. Central Information
and Technology Unit. Cabinet Office（OPS）.
March１９９７.
２０）Open Government Code of Practice on Ac-
cess to Government Information. Second
Edition,１９９７.
２１）Electronic Government １st Interim Report.
CITU, OPS, Cabinet Office. March１９９８.
２２）Electronic Government. The propensity to
use electronic means of interaction with
Government. June１９９８.
２３）Library Record. Library Association, Nov.
１９９８, p.５６０～５６４.
２４）金容媛，図書館情報政策における諮問機関の
役割に関する研究，文化情報学：駿河台大学
文化情報学部紀要，第４巻１号，p. ２３―３４
（１９９７）
２５）金容媛，英国の図書館政策諮問機関：The Li-
brary and Information Commission（LIC），
文部省科学研究費補助金国際共同研究，平成
９年度報告，学術情報センター，p. ７３―８０
（１９９８）
２６）Library and Information Commission. An-
nual Report１９９８.３４p.
関連URL：
１）Department for Culture, Media and Sport
（DCMS）: http:／／www.culture.gov.uk
２）Library and Information Commission（LIC）:
http:／／lic.gov.uk
３）The Comprehensive Spending Review: http:
／／www.culture.gov.uk／CSRALL.HTM
４）DCMS Sponsored Bodies: http:／／www.cul-
ture.gov.uk.NDPBY２K.HTM
５）POST, Electronic Government: http:／／www.
parliament.UK／POST／egov.htm
６）Central Computer and Telecommunication
Agency（CCTA）: http:／／www.open.gov.uk
文化情報学 第６巻第１号（１９９９）
２８
付録：１）英国Department for Culture, Media
and Sport （DCMS）の組織
Secretary of State
Parliamentary under Secretary of State
Parliamentary under Secretary of State
Parliamentary under Secretary of State
Permanent Secretary（G１A）
Arts, Sports and Lottery Group（G３）
Art Division（G５）
Sports & Recreation Division（G５）
National Lottery Division（G５）
Government Art Collection（G６）
Libraries, Galleries and Museums Group（G３）
Libraries and Information Division（G５）
BL St. Pancras Project（G５）
Museums & Galleries Division（G５）
Cultural Property Unit
Broadcasting and Media Group（G３）
Broadcasting Policy Division（G５）
Broadcasting Bill Unit（G５）
Broadcasting & Audiovisual Sponsorship（G５）
Media Division（G５）
Heritage and Tourism Group（G３）
Heritage Division（G７）
Royal Estate Division（G５）
Tourism Division（G５）
Resources and Services Group
Finance Division（G５）
Strategy and Systems Division（G５）
Personnel Division（G５）
Pay and Delegations Unit（G５）
Executive Agencies
Historic Royal Palaces（G３）
Royal Parks Agency
＊G＝Grade（職級）
Non―Departmental Public Bodies（NDPBs）:４４
Public Corporation: ５
付録２）DCMS傘下機関リスト
１ Non Departmental Public Bodies（４５）
ａ．Executive Bodies
Arts Council of England
The British Library
The British Museum
British Film Institute
British Tourist Authority
Broadcasting Complaints Commission
Broadcasting Standards Council
Crafts Council
English Heritage
English Tourist Board
Football Licensing Authority
Geffrye Museum
Horniman Museum and Public Park Trust
Imperial War Museum
Millennium Commission
The Museum of Science and Industry in Man-
chester
Museum of London
Museums and Galleries Commission
National Film and Television School
National Film Development Fund
National Gallery
National Heritage Memorial Fund
National Lottery Charities Board
National Maritime Museum
National Museums and Galleries on Merseys-
die
National Portrait Gallery
National History Museum
Public Lending Right
Royal Armouries
Royal Commission on Historical Manuscripts
Royal Commission on the Historical Monu-
ments of England
Science Museum （National Museum of Sci-
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ence and Industry）
Sir John Soane’s Museum
South Bank Theatre Board
English Sports Council
UK Sports Council
Tate Gallery
Victoria and Albert Museum
Wallace Museum
ｂ．Advisory Bodies：
Advisory Committee in the Government Art
Collection
Advisory Committee on Historic Wreck Sites
Advisory Committee for the Public Lending
Right
Advisory Council on Libraries
Library and Information Commission
Reviewing Committee on the Export of
Works of Art
Royal Fine Arts Commission
Theatre Trust
ｃ．Other Bodies Receiving Funding from the
Department
British Film Commission
The Churches Conservation Trust
European Co―Production Fund Limited
 ２ Public Corporation（５）
British Broadcasting Corporation
Channel ４
The Independent Television Commission
The Radio Authority
Sianel Pedwar Cymru（S４C）
付録：表１ 英国の制度改革及び組織改編に関する年表
Callaghan労働党内閣
（１９７６．４―１９７９．５）
１９７６・IMF救済金融要請
Thatcher保守党内閣
（１９７９．５―１９９０．１１）
１９７９
１９８１
１９８２
１９８８
・能率顧問任命，能率局（Efficiency Unit）設置
・能率性精密調査（Efficiency Scrutiny）実施
・公務員部（CSD）廃止，人事管理庁（MPO）設置
・財政管理改革（Financial Management Initiative: FMI）
・独立執行機関（Next Steps Agencies）制度実施
・政府機能精密診断制度導入
Major保守党内閣
（１９９０．１１―１９９７．５）
１９９１
１９９２
１９９３
１９９４
１９９５
１９９６
・質向上のための競争（Competing for Quality Initiative）計画
・市民憲章制度（Citizen’s Charter）実施
・民間資本導入（Private Finance Initiative）政策促進
・開かれた政府（Open Government）白書発表
・政府情報利用に関する実践規定制定
・公務員能率白書（The Civil Service: Continuity and Change）発表
・白書（The Civil service: taking forward continuity and change）発表
・高位管理職公務員制度（SCS）導入・施行
・公共機関にベンチーマーキング導入
・電子政府（Government Direct）白書発表
・民・官パートナーシップのための指針制定
Blair労働党内閣
（１９９７．５―現在）
１９９７
１９９８
・情報自由法（A Freedom of Information Act）
・サービス優先（Service First）政策
・白書（Better Government）発表
・地方政府現代化（Modernization）政策
・民・官協力（Public Private Partnership）
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National Policy for Cultural Information Resources in United Kingdom
―With emphasis on the Reform and Reorganization Programme―
by Yong Won KIM
［Abstracts］National policy for cultural information resources may be defined as government―di-
rected plan for development of cultural information resources and their optimal utilization. Consider-
ing the matter of national policy is a largely matter of reviewing the purpose, role and activities of a
number of bodies set up by government and which have responsibilities to government for cultural
information matters. In this paper, the formulation and implementation of the policies and the infra-
structure for cultural information resources in UK will be studied from various angles. This study re-
views the various initiatives, legislations, and events, dealing with cultural information resources in
UK, focusing on the reform and the reorganization programmme; for example, Efficiency and Finan-
cial Management, Competing for Quality, Next Steps Project, Charter Programme, etc.
［Key Words］Cultural Information policy, Information policy, Library policy, Reform Programme, UK
金：英国における文化情報資源政策
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